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修士課程入学者 修士課程修了者 年度 修士課程入学者 修士課程修了者
6 昭和46 25 19 
9 4 昭和47 25 21 
9 11 昭和48 28 20 
16 8 H召平日49 20 27 
15 13 昭和50 22 23 
9 9 昭手口51 19 22 
20 10 昭和52 14 21 
12 12 昭和53 19 18 
11 6 昭手口54 14 17 
17 11 昭和55 19 18 
15 9 ag手口56 15 15 
18 13 ag手口57 17 16 
15 17 昭和田 17 18 
22 19 昭和田 17 16 
25 16 昭和60 12 17 
18 15 昭和61 13 11 
27 15 昭和62 19 11 
















年 度 平成元 平成2 平成3 平成4 平成5 平成6
修士課程入学者 16 16 23 22 13 19 
修士課程修了者 18 16 15 21 23 13 
博士後期課程|











年 度 課程博士 論文博士 年 度 課程博士 論文博士
昭手口 40 2 l 日召手口 55 。 4 
昭和 41 1 2 B?j手口 56 。 。
昭和 42 1 3 日召手口 57 。 2 
昭和 43 1 5 日召手口 58 。 3 
昭和 44 。 。 E否平日 59 。 7 
昭和 45 。 l 昭和 60 。 。
昭和 46 。 2 昭和 61 1 。
昭和 47 。 1 昭和 62 。 4 
昭和 48 。 3 昭和 63 。 3 
昭和 49 。 。 平成元 。 2 
昭和 50 。 1 平成 2 。 1 
昭平日 51 。 1 平成 3 1 1 
昭和 52 。 。 平成 4 2 。
昭和 53 。 。 平成 5 1 。





















































年 度 昭和昭和昭和昭和昭和平成平成平成平成平成59 60 61 62 63 フロ 2 3 4 5 
教育実習参加者 385 397 349 332 351 292 280 263 245 157 
教育職員免許状1 283 
取得者 246 202 205 207 212 228 206 176 121 




















































年 度 平成元 平成2 平成3 平成4 平成5 平成6
学部在籍者 1 l 1 l l 。
修士課程在籍者 2 2 4 5 2 1 

















































































































前期 センター試験 50 50 50 50 50 250 
日平呈 2次試験 200 150 200 550 800 
後期 センタ一試験 50 100 50 100 50 350 



































音E 第3年次 各年度所属学生数学科 門 学生定員 平成克平成2平成3平成4平成5平成6
教育学科
A 6 8 8 4 7 15 
27 
B 12 1 6 7 6 6 
教育，心理
C 25 29 
学科
45 32 40 43 44 
教育社会 D 18 15 11 8 20 14 12 


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































置された。昭和63(1988)年度 1名、平成元(1989)年度 l名、平成 2(1990)年























種 類 料金|種類 料金|種類 料金
受理面接 2，500円|教育指導面接 2，500円| 遊戯面接 2，000円
心理教育面接 1，600円|臨床心理面接 2，000円| 検 査 2，500円





平成元 平成2 平成3 平成4 平成5










































































































































































































































究と教育の特色の 1つである。平成 5(1993)年度からは、 D部門の研究紀要
として『教育・文化・社会』が発刊され、共同研究や個別研究成果が発表さ
れることになった。
さらに近年は、外国からの研修員や研究生、大学院入学も増え、国際比較
研究も進んで、いる。
d 卒業生の動向
これまでD部門に所属した学生は、最も多い年度で20名、最も少ない年度
で3名であり、平均1名である。卒業後の進路はここ10年間で見ると、企業
が最も多く半数を占め、次に大学院(大学教員)、新聞社やテレビなどのマス
230 
第2節学科・部門の発展
コミ、公務員(図書館関係を含む)、高校教員の順になっている。経営者、ジ
ャーナリスト、作家、研究者として活躍している著名人も多い。
なお、 D部門には在学生、卒業生および教官を含めたD部門同窓会「金曜
会Jがあったが、「蘭契会」と改称し、相互の知的交流と親睦の場としてい
る。昭和36(1961)年11月から『金曜会jという同窓会の会報も発行してきた
が、昭和42(1967)年6月発行の11号から 『蘭契』という表題を付し、新たな
装いで再出発している。
2. E 部門
a 概要
E部門は他部門が複数講座からなっているのとは異なり、発足以来、教育
行政学1講座のみの部門である。 1講座のみの特色を生かしてカリキュラム
の編成その他の教育体制を必要に応じて柔軟に編成し、学生に対する指導も
懇切丁寧に行われている。ただ1講座のため専任教官の数が少ないので、法
学部、経済学部の協力を得て一部の科目を本部門指定の講義科目にしている
ほか、学外講師による授業を開講し、広く教育行政の領域を学生が学び、研
究する機会を提供している。
E部門の講座である教育行政学講座が設置されたのは、教育学部が昭和24
(1949)年に創設されてから 3年後の昭和27(1952)年4月1日である。当時は
まだ第2次大戦後の混乱も残っている時期であり、経済的にもまったく余裕
のない時代であったが、旧制京都帝国大学文学部教育学教授法講座に源を持
つ新制教育学部に教育心理学、教育社会学、教育行政学など経験諸科学の性
格を持つ学問領域が誕生したことは教育に関する諸問題を実践的な観点か
ら、あるいは社会現象との関連において究明する必要性に基づく学問的要請
の表れであり、教育研究に新たな地平を聞くものとして歓迎された。その中
で本講座の設置は戦後の新しい時代的要請に基づき、教育事象を政策的に、
法制的に、あるいは制度的に本格的に研究する体制が発足したことを意味し
た。
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教育行政学は、その学問的な源を欧米の行政学、行政法に有すると考えら
れ、その影響を受けて当初は管理のための学としての色彩が強かったが、そ
の後、国家と教育の関係を問う学問領域として、狭義の教育行政学はもとよ
り、教育法学、教育政策学、教育政治学、教育財政学、教育制度学、教育経
営学など、多くの領域を含む学問領域として発展しており、本部門において
もこのような学問的発展に即して研究教育体制の充実に努めてきた。
ここで本部門の発足から現在に至るまでの経緯を見ると、創設期(昭和27
-37年)、拡充期(昭和37-48年)、展開期(昭和48-58年)、現在(昭和58年以降)
の4期に分けることができょう。創設期とは専任教官 1名の時期から教授、
助教授、助手が揃った完全講座になった時期までで、教育研究体制がようや
く整った時期であった。拡充期には教官個人の、あるいは共同研究による教
育行政研究の発展が見られ、教育体制も充実したものとなってきた。展開期
においては教育行政研究の新たな方向が模索され、教育体制も現在の礎石と
なったより綿密な指導体制がつくられた。現在はこれら過去の経験を生かし
ながら、さらに研究ならびに教育両面において新しい試みが進められてい
る。
b 講座担当者と研究の変遷
本部門における初めての専任教官として、昭和29(1954)年 2月に、池田進
助教授が教育行政学講座に着任した。昭和31(1956)年4月、教授に昇任。池
田は、アメリカ教育行政学の主要な領域である supervision(教育指導行政)の
問題を研究する一方、実践的要素を入れた人事行政の問題、教育行政過程
論、官僚制、教育政策史など広い視野から教育行政を論じ、独自の研究姿
勢を示して、創設期における研究室に新風を送った。なお、池田は昭和34
(1959)年度に設置された比較教育学講座担当教授に移り、その後、比較教育
学の研究と教育に従事した。
昭和30(1955)年7月、相良惟ーが教育行政学講座の専任教授として発令さ
れた。相良は文部省総務課長、京都大学事務局長(教育学部講師)、ユネスコ
本部学校教育拡大本部長の職を経て就任した。相良は、当時教育行政学の教
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科書と言い得る書物がほとんどなかった時期において『教育行政法jr教育
行政学jr教育法規』を着任前に著しており、教育行政学あるいは教育法の
体系書もしくは教科書の先駆けをなした。相良着任後の主な著作・論文には
「両親の教育権の実定法的研究Jr教員の地位勧告と教職の専門性.Jr校長・
教頭の職務と権限j等がある。以上のような相良の著作・論文においては、
教育行政を研究する視点が基本的には公法学的立場に置かれており、その研
究手法は教育行政研究に刺激を与え、また当時の教育権論争にも一石を投じ
るものとなった。なお、相良は、昭和42-46(1967-71)年には日本教育行政
学会の代表理事、昭和46-49(1971-74)年には会長を務めた。
昭和33(1958)年4月に兵頭泰三が天理大学より助教授として着任した。昭
和46(1971)年 4月、教授に昇任。昭和49(1974)年 4月から昭和50(1975)年12
月まで学部長を務めた。兵頭は法学部行政学講座の出身であり、その研究方
法は、相良の法解釈学的、公法学的研究方法とは異なり、イギリスの教育行
政論を中心として行政学的観点から独自の教育行政論を展開した。兵頭の主
な論文には「教育行政の集権化傾向Jr新教育委員会とパトラ一法」の初期
の論文をはじめとして、「教育政策の形成 パトラ一法の場合Jrイギリス
の大学補助金委員会制度Jrイギリスにおける教頭制度J(r講座・校長の指導
性~) rイギリスの大学補助金委員会一一ロビンソン報告によるJr現代教育
行政研究の課題と方法一一行政学的方法による研究Jr教育と行政J(~行政
と環境』行政学講座第5巻)などがある。
昭和49(1974)年10月、高木英明助教授が東北大学より着任し、昭和59
(1984)年11月教授に昇任した。相良、兵頭が法学部出身であるのに対して、
高木は本学部出身の最初の講座担当者として教育行政独自の学風を切り開く
ことが期待されている。高木は教育学・歴史学・哲学・法学等を踏まえなが
ら、大学法制という新たな領域において教育行政の論理を究めている。高木
の代表的な編著書・論文に「教育におけるアドミニストレーションJr教育
行政要説.Jr比較教育行政試論』等がある。
昭和63(1988)年 1月に白石裕が京都大学医療技術短期大学部より助教授と
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して着任した。白石は高木と閉じく本学部出身として、教育学研究を基底に
した教育行政研究を行っている。白石はアメリカ学校財政の研究者として、
これまで i(アメリカ)1980年代教育改革期における連邦と州の政策動向J
「ニューヨーク州学校財政制度の実態と問題点一一Levittown教育委員会事
件の裁判からJiアメリカ合衆国現代学校財政制度訴訟の生成と展開J1 • 
I等の論文を著している。
C 研究・教育の特色
E部門は教育行政学1講座のみであり、部門としての研究の特色は少数教
官の研究内容によって大きく左右されるが、これまでの研究の特色をあげる
とすれば、
(1) 実証的研究よりは理論的研究に重点が置かれていること、
(2) 外国研究を重視した比較教育行政研究ともいうべき研究が多いこと、
(3) 研究室を中心とした共同研究の推進、
(4) 関西教育行政学会の運営を中心とした対外的な共同研究の場を組織し
ていること、
の4つを指摘できるであろう。
(1)の理論的研究については、初代教授の池田から近年就任した白石までの
専任教官の個人的研究は、研究方法こそ、歴史学的なアプローチ(池田)、法
学的アプローチ(相良)、行政学的アプローチ(兵頭、高木)、社会学的アプロ
ーチ(白石)と異なるにせよ、実証的研究よりは原理の探求を目指す理論的研
究に重点が置かれてきたと言えよう。もっとも、昭和53(1978)年度に長年の
懸案であった教育行政学講座の実験講座化が実現し、教官の個人研究、ある
いはそれ以上に研究室を中心とした共同研究に実証的研究が取り入れられる
ようになった。
(2)の外国研究の重視については、各教官が日本研究と併せて、フランス、
イギリスあるいはアメリカ、 ドイツなど諸外国の教育行政制度の研究を行っ
てきた。教官によっては外国研究が主要な研究課題となっている。教育行政
研究室出身の多くの研究者もこのような研究動向の影響を受けて外国研究を
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盛んに行っている。高木の編著 『比較教育行政試論jはそのようなE部門の
研究動向の成果の表れである。
(3)の研究室を中心とした共同研究の推進については、 E部門においては教
官、大学院生による共同研究が公式、あるいは非公式の形で推進されてい
る。公式の形における共同研究としては、例えば、文部省科学研究費補助金
を得て行われた研究「英米の後期中等教育段階における職業準備教育の位置
づけに関する比較制度論的研究J(昭和59年度)、「中央教育政策の受容過程
に関する政策科学的研究J(平成元・ 2年度)、「教育利益団体の教育政策関与
に関する研究J(平成3・4年度)がある。非公式な形における共同研究も随
時組織されている。これらの共同研究は研究課題の究明はもとより、若手研
究者の力量形成にも大きく貢献している。
(4)の関西教育行政学会の組織化については、昭和32(1957)年に相良を中心
に関西教育行政学会がつくられ、教育行政学講座の研究室にその事務局が置
かれた。以来、関西教育行政学会は教育行政研究に関する関西地方の 1つの
有力な研究団体として様々な研究成果を出している。例えば、相良が同学会
長の時期には、文部省科学研究費補助金総合研究として「新教育委員会法実
施後における地方教育行政の実態に関する研究J(昭和32・33年度)、「戦後に
おける教育紛争事件の教育行政学的調査研究J(昭和41・42年度)、「大学制度
に関する研究J(昭和44年度)が行われ、優れた成果を収めた。また、この時
期には、関西教育行政学会の会員による 『学校行政事典J(1958年)の執筆、
ユネスコ編 『世界の教育jシリーズの翻訳などが行われ、教育行政研究に活
気を添えた。さらに、兵頭泰三が会長の時期には同じ く文部省科学研究費補
助金による総合研究として「高等学校入学者選抜試験制度の改革に関する調
査研究J(昭和49・50年度)、「学校と学校外教育機関との役割分担についての
実態的理論的研究J(昭和53・54・55年度)、現会長の高木のもとでは「地方
教育行政における『民主性・効率性Jに関する実証的研究J(平成 2・3年
度)が行われ、所定の成果を収めている。
E部門の教育の特色としては、既に述べたように、 1講座であることを生
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かして教官と学部学生・大学院生との聞が緊密で、あり、学生に対する指導も
懇切丁寧に行われていることがあげられよう。また、学生同士の聞も緊密で
あることから、大学院生が学部学生を指導することが常時化している。ま
た、カリキュラムの編成その他教育体制も学生の要望を取り入れながら柔軟
に編成することが可能となっている。ただ1講座のため、専任教官だけでは
広範囲にわたる教育行政学をすべて教授するわけにはいかず、学内外の多く
の講師に頼らざるを得ない事情があり、それが問題点ともなっている。
本部門の教育の特色としては、さらに課題演習(ゼミナール)システムをあ
げることができるであろう。すなわち、本部門においては、課題演習は学生
の自主的、積極的な学習を前提として、「基礎ゼミJ(主に 2回生を対象)、
「本ゼミJ(主に 3・4回生を対象)、「院ゼミJ(主に大学院生を対象)という 3
つの段階からなっており、学生はそれぞれの段階に求められる思考あるいは
知識を学ぶことを通して、教育行政に関する素養を系統的に身につけるシス
テムとなっている。
d 卒業生の動向
本部門の卒業生は一般企業、商社、金融、新聞社、放送局、官公庁、教員
など各界に就職しているが、本部門の自由な雰囲気の影響か、各界において
自由に活躍している卒業生も少なくない。本部門の目的が教育行政職に従事
する人を養成することにあるとすれば、本部門はその目的を果たしていると
言えよう。文部省、地方教育委員会に勤務する卒業生も多く、なかには母校
京都大学の事務局長に就任した卒業生もこれまで2名いる。本部門専攻の学
生は卒業後直ちに就職する者が多いが、最近年においては教育問題への関心
の高まりを反映して、大学院進学者も増えている。
なお、本部門においては、部門独自の同窓会として「相和会」があり、定
期的に会合を開いて卒業生、教官、在学生を交えての情報交換、あるいは懇
談の機会としている。
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教育学部は、昭和24(1949)年5月、独自の施設・設備もなければ、専任の
教職員も用意されぬまま発足した。既に見たごとく、同年6月、原文学部長
が教育学部長事務取扱として発令されたように、水野喜久三文学部事務長が
教育学部事務長事務取扱に、さらに 5名の文学部事務官が教育学部事務官に
併任の発令がなされた。そして文学部事務室において教育学部の創設事務が
開始された。
教育学部整備委員会は教室をはじめ、実験室・事務室等の施設を分校構内
に新設する方針を決定したが、創設時に新規の予算が計上されなかったため
に、その計画も実現されなかった。その結果、教育学部事務室は文学部事務
室内に併設されたままで、昭和26(1951)年5月に至り、附属図書館2階によ
うやく独立、移転した。昭和27(1952)年8月には、地球物理学教室(現在の学
生部)2階に教育学部南研究室が設けられ、間借りとは言え、図書室も開設
された。昭和28(1953)年9月には、教育心理学研究室の一部が附属図書館地
階に移転され、初めて独自の実験室を持つことができた。昭和29(1954)年 1
月、教育学研究室と事務室が附属図書館2階から 1階北側に移転し、また附
属図書館の西北にある尊捷堂に助教授を中心とする北研究室が開設された。
翌昭和30(1955)年の 4月には、学部事務室が附属図書館1階から尊擁堂に、
研究室の一部が法経新館4階に移転されている。もちろん、教室も文学部や
吉田分校・西部構内などの校舎で間借り生活を続けながら、授業が行われ
た。
このように、創設当初の教育学部では、事務室のみならず、研究室・図書
室・教室等が転々と変わる事態が続いたが、昭和31(1956)年11月、教育学部
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本館が京都市左京区丸太町通川端東入ル(現在京大熊野寮のある場所)に新築、
落成され、授業が教育学部専用の校舎で行われるようになった。また、事務
室や教育心理学研究室の一部(臨床心理学系)も本館に移転した。地球物理学
教室の移転に伴い、昭和33(1958)年3月に教育心理学の研究室と実験室が附
属図書館地階から地球物理学教室の跡(地下室と 3階の西研究室)および‘燃料
化学教室1階(南研究室)へと移転した。
昭和40(1965)年4月、教育学部は研究室・教室などを「熊野J校舎その他
から本部構内に新築された 4階建ての本館に移転した。事務室は「熊野J校
舎からいったん尊撞堂に移り、翌昭和41(1966)年の 3月、本館 l階に移転し
た。また昭和55(1980)年3月には、本館西側の部分に図書室と研究室、教育
心理学科計算機室、視聴覚教育スタジオ、脳波室、シールド室等が増築さ
れ、教育学部の施設・設備は一応の充実を見るに至った。
このほか、創設以来、教育学部では事務職員の定員が極度に少なく、それ
でいて 1つの学部としての事務だけでなく、教職課程の事務をも処理しなけ
ればならず、臨時職員の賃金に事務経費の多くを割かねばならなかった。し
かし、例えば、昭和30年代後半に京都大学全体に事務職員3名の増員があっ
たうち、 2名が教育学部に充てられるなど、他学部の理解ある協力も見逃せ
ない。
このように、教育学部の人的・物的両面にわたる条件整備は苦難の歴史を
重ねてきたのであるが、そのような難局にあって、講座増設やスタッフの充
実、事務機構と施設・設備の整備、発展のために尽力した歴代学部長、事務
長の労苦には今日のわれわれの想像を絶するものがあったに相違ないの歴代
の学部長、事務長の名を記し(表3-11および表3-12)、教育学部史を閉じる
ことにしたいの
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学部長氏名
原 随園
(事務取扱)
宮崎市定
(事務取扱)
下程勇吉
重松俊明
高坂正顕
篠原陽二
重松俊明
鯵坂二夫
姫岡 勤
小倉親雄
(事務取扱)
前田 博
小倉親雄
兵頭泰三
波法洋二
梅本実夫
蜂屋 慶
河合隼雄
小林哲也
和田修二
稲葉宏雄
柴野昌山
岡田渥美
第3節事務機構および施設・設備の充実
表3-11 教育学部長
在任期間
昭和24年6月1日一昭和25年9月9日
昭和25年9月9日~昭和26年4月1日
昭和26年4月1日~昭和29年3月31日
昭和29年4月1日一昭和30年4月1日
昭和30年4月1日一昭和34年12月31日
昭和35年 1月1日一昭和37年12月31日
昭和38年 1月1日~昭和40年12月31日
昭和41年1月1日~昭和44年12月31日
昭和45年 1月1日一昭和45年10月19日
昭和45年10月19日~昭和46年1月31日
昭和46年2月1日~昭和47年3月31日
昭和47年4月1日~昭和49年3月31日
昭和49年4月1日~昭和50年12月 1日
昭和50年12月1日~昭和51年3月31日
昭和51年4月1日~昭和52年3月31日
昭和52年4月1日~昭和55年3月31日
昭和55年4月1日~昭和田年3月31日
昭和58年4月1日~昭和61年3月31日
昭和61年4月1日一昭和63年3月31日
昭和63年4月1日一平成2年3月31日
平成2年4月1日~平成4年3月31日
平成4年4月1日~平成6年3月31日
事務長氏名
水野喜久三
(事務取扱)
吉田良馬
(事務取扱)
鈴木康三郎
八木 蔀
小JIJ 録郎
??
?????? ?????????
?
?「
昭和24年6月1日~昭和26年8月15日
昭和26年8月16日~昭和26年9月24日
昭和26年9月25日一昭和29年7月14日
昭和29年7月15日~昭和35年3月31日
昭和35年4月1日~昭和39年3月31日
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高田喜三次
斎藤松毒
石津 豊
鹿野英夫
藤本良之助
笠原茂樹
大村 茂
椙本泰一
太田自由
西村俊雄
松村一範
渡部健吉
昭和39年4月1日一昭和43年3月31日
昭和43年 4月1日~昭和46年 3月31日
昭和46年 4月1日一昭和47年 3月31日
昭和47年 4月1日一昭和48年 3月31日
昭和48年 4月1日一昭和52年 4月1日
昭和52年 4月1日~昭和54年 3月31日
昭和54年 4月1日~昭和56年 4月1日
昭和56年4月1日一昭和58年 3月31日
昭和58年 4月1日~昭和60年 3月31日
昭和60年 4月1日~昭和62年 3月31日
昭和62年 4月1日~平成3年 3月31日
平成3年4月1日~平成6年3月31日
